


 
事 務 連 絡 

平成 26 年７月４日 

 

都道府県 

市 町 村 

 

厚生労働省老健局高齢者支援課 

 

老人福祉施設等の整備に関する制度の活用について 

（都市再生特別措置法等及び建築基準法の改正に関する情報提供） 

 

今般、国土交通省が所管する都市再生特別措置法等の改正が５月 21 日に、建築基

準法の改正が６月４日に、それぞれ公布されたところですが、これらの改正において、

老人ホームなど福祉関係の用途の建築物の整備に関係する事項がありますので、情報

提供させていただきます。 

2025 年の超高齢社会の到来を見据え、地域包括ケアシステムの構築に向けて、今後

必要な介護基盤の整備を進めていくに際し、これらの施設整備に対する支援策を活用

していくことも有効と考えられますので、管下の関係団体にも周知いただくようお願

いします。 

 

１．福祉施設等を誘導するコンパクトなまちづくりについて（都市再生特別措置法等

の改正） 
 

人口減少や高齢化が進む中で、福祉・医療等の生活サービス機能が確保されたコ

ンパクトなまちづくりを進めるため、今般の都市再生特別措置法等の改正により、

市町村が立地適正化計画を策定し、福祉施設や医療施設等を誘導する都市機能誘導

区域、居住を誘導する居住誘導区域を定めることができることとされ、都市機能誘

導区域内では、特定用途誘導地区の都市計画を定めることにより誘導すべき施設の

容積率や用途の制限を緩和することが可能となるとともに、福祉施設や医療施設等

の誘導すべき施設に対して財政上・金融上の支援措置が講じられます【参考資料１】。 

各市町村の福祉部局におかれましては、コンパクトなまちづくりに向けた施策を

推進する都市部局との連携を図りつつ、福祉施設等の誘導施策について積極的に活

用するよう、お願いいたします。 

なお、この改正事項の施行日は８月１日です。 

  

民生主管部(局) 御中 



 
２．容積率制限の合理化について（建築基準法の改正） 
 

建築基準法においては、建築物は、都市計画等で定められた「容積率」の制限に

適合しなければならないこととされています。 

この容積率制限について、現行の建築基準法では、住宅について、その床面積の

合計の３分の１を限度として、住宅の地下室の床面積を容積率に不算入とする特例

が設けられているところです。 

本特例について、今般の建築基準法の改正により、その対象が「老人ホーム、福

祉ホームその他これらに類する用途に供する建築物」にも拡充されることとなりま

した（①建築基準法第 52 条第３項【参考資料２】）。 

これにより、例えば、既存建物の建替えに際して容積率制限がネックとなって居

室面積の拡大が困難であったケースについて、地上部分に計画していた老人ホーム

等を構成する機械室等を地下部分に配置することで、地上部分の居室面積の拡大が

図られるなど、設計上の工夫等により対応が可能となる場合も考えられます。 

あわせて、従来、エレベーターの昇降路の部分の床面積は、かご停止階全てにつ

いて容積率に算入されていましたが、同じく今般の建築基準法の改正により、これ

が容積率不算入とされることとなりました（②同条第６項【参考資料２】）。 

各都道府県及び市町村の福祉部局におかれましては、これらの改正内容にご留意

いただくとともに、所管の事業者から相談等があった場合には、建築部局と連携し、

その活用も含め、適切に対応いただくよう、お願いいたします。 

また、①の特例に係る施行日は改正法の公布の日から１年以内、②の特例に係る

施行日は７月１日となっています。 

 

  

（担当） 
 

厚生労働省 老健局 高齢者支援課 

課長補佐【高齢者居住福祉担当】 山口 義敬 
 

電話番号(代表) 03-5253-1111（内線：3976） 



 
【参照条文：建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）】 

 

（容積率） 

第五十二条 建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合（以下「容積率」という。）

は、次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定める数値以下でなければならない。

ただし、当該建築物が第五号に掲げる建築物である場合において、第三項の規定に

より建築物の延べ面積の算定に当たりその床面積が当該建築物の延べ面積に算入

されない部分を有するときは、当該部分の床面積を含む当該建築物の容積率は、当

該建築物がある第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、近隣商業地域又は

準工業地域に関する都市計画において定められた第二号に定める数値の一・五倍以

下でなければならない。 

一〜六 （略） 

２ （略） 

３ 第一項（ただし書を除く。）、前項、第七項、第十二項及び第十四項、第五十七条

の二第三項第二号、第五十七条の三第二項、第五十九条第一項及び第三項、第五十

九条の二第一項、第六十条第一項、第六十条の二第一項及び第四項、第六十八条の

三第一項、第六十八条の四、第六十八条の五（第二号イを除く。第六項において同

じ。）、第六十八条の五の二（第二号イを除く。第六項において同じ。）、第六十八条

の五の三第一項（第一号ロを除く。第六項において同じ。）、第六十八条の五の四（た

だし書及び第一号ロを除く。）、第六十八条の五の五第一項第一号ロ、第六十八条の

八、第六十八条の九第一項、第八十六条第三項及び第四項、第八十六条の二第二項

及び第三項、第八十六条の五第三項並びに第八十六条の六第一項に規定する建築物

の容積率（第五十九条第一項、第六十条の二第一項及び第六十八条の九第一項に規

定するものについては、建築物の容積率の最高限度に係る場合に限る。第六項にお

いて同じ。）の算定の基礎となる延べ面積には、建築物の地階でその天井が地盤面

からの高さ一メートル以下にあるものの住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他こ

れらに類するもの（以下この項において「老人ホーム等」という。）の用途に供す

る部分（第六項の政令で定める昇降機の昇降路の部分又は共同住宅の共用の廊下又

は若しくは階段の用に供する部分を除く。以下この項において同じ。）の床面積（当

該床面積が当該建築物の住宅及び老人ホーム等の用途に供する部分の床面積の合

計の三分の一を超える場合においては、当該建築物の住宅の用途に供する部分の床

面積の合計の三分の一）は、算入しないものとする。 

４・５ （略） 

６ 第一項、第二項、次項、第十二項及び第十四項、第五十七条の二第三項第二号、

第五十七条の三第二項、第五十九条第一項及び第三項、第五十九条の二第一項、第



 
六十条第一項、第六十条の二第一項及び第四項、第六十八条の三第一項、第六十八

条の四、第六十八条の五、第六十八条の五の二、第六十八条の五の三第一項、第六

十八条の五の四（第一号ロを除く。）、第六十八条の五の五第一項第一号ロ、第六十

八条の八、第六十八条の九第一項、第八十六条第三項及び第四項、第八十六条の二

第二項及び第三項、第八十六条の五第三項並びに第八十六条の六第一項に規定する

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面積には、政令で定める昇降機の昇降路の

部分又は共同住宅の共用の廊下又は若しくは階段の用に供する部分の床面積は、算

入しないものとする。 

７〜15 （略） 

※赤字が改正箇所 
















